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みぞばた ひろ と まつもと ひで き

　私は甲社を経営している社長です。既存の機械を手直しして生産能力アップを図ろうかと考えています。この手直しに
要した費用は修繕費として損金処理することができるのでしょうか。

　これまで使用してきた固定資産の通常の維持管理及びき損した固定資産の原状回復等のために要する費用は、修繕費と
して経費（損金）処理することができますが、固定資産の使用可能期間を延長させる費用又は価値を増加させる費用は、
資本的支出として固定資産に計上することになります。
　なお、実務上は、修繕費か資本的支出かの判定は非常に難しい面があるので、形式基準（下記●❷フローチャート参照）
でも判断できるようになっています。

　固定資産の修理、改良等のために支出した金額のうち、次のような支出はそれぞれ修繕費あるいは資本的支出とされます。

公認会計士・税理士　溝端浩人
税理士　松本栄喜第14回 機械の生産能力アップに要した費用は修繕費？

１　明らかに修繕費あるいは資本的支出とされるもの

　修繕費と資本的支出は本来的にその性質が異なり、明確に区分されなければならないものですが、修繕費か資本的支出かの区分は、実
務の上では非常に難しい面があります。このため、一つの修理・改良等に要した費用について、税務上、以下のような基準（形式基準）
で修繕費と資本的支出を区分することが認められています。

2　修繕費と資本的支出との区分
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1　無期転換ル－ルの概要
⑴　対象となる有期労働契約
　無期労働契約への転換は、平成25年４月１日以降に開始した有期労働契約が対象です。
　同一の使用者との間で締結された２以上の有期労働契約の契約期間を通算した期間が５年を超える労働者が、現に締結している有期労働契約の
契約期間が満了する日までの間に無期労働契約の申込みができます。
　例えば、平成25年４月１日に１年の有期労働契約を締結し、下図のように反復更新し、平成30年４月１日から平成31年３月31日までに無期労働
契約の申込みがあった場合は、使用者はその申込みを拒むことができないため、申込みを承諾したものとみなされ、平成31年４月から無期労働
契約に転換しなければなりません。
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さ たけ やす お

特定社会保険労務士　佐竹康男
有期労働契約から無期労働契約への転換が始まります

⑵　転換後の労働条件
　この無期労働契約への転換は、５年経ったら正社員にしなければならないということではなく、無期労働契約の労働条件（職務、勤務地、賃金、
労働時間など）は、別段の定め（個別合意、就業規則、労働協約）がない限り、直前の有期労働契約と同一となります。

⑶　空白期間（クーリング期間）
　通算５年の期間計算は、有期労働契約と有期労働契約の間に、同一使用者の下で働いていない期間（以下「空白期間」という）が６か月以上（有
期労働契約が１年以上の場合＊）あるときは、その空白期間より前の有期労働契約は通算されません。つまり、契約期間の通算がリセットされる
ことになります。
＊ 有期労働契約が１年未満の場合は、有期労働契約の契約期間に応じて、空白期間が１か月から６か月まで定められています。

⑷　無期転換ル－ルの特例
　有期雇用特別措置法により、定年後に有期労働契約で継続雇用されている者（事業主が一定の要件を満たす計画書を作成し、都道府県労働局長
の認定を受けることができる場合に限ります）又は一定の「５年を超える一定期間内に完了する業務」に従事する専門的知識等を有する有期雇用
労働者（高度専門職）については、この無期転換のル－ルが適用されません。

2　就業規則の整備が必要
　無期転換労働者に適用される就業規則を明確にして、無期労働契約への申出の方法や転換後の労働条件に関する規定の整備が必要です。

　無期転換後に既存の別規則を適用する場合は、例えば正社員就業規則の中に、無期転換労働者についても、正社員就業規則が適用されることを
明記する必要があります。

3　助成金の活用を検討
　前述のように、この無期労働契約への転換は正社員化まで求められていませんが、有期契約労働者などの非正規労働者を正規雇用労働者に転換
した事業主に対して助成金（キャリアアップ助成金、窓口は各都道府県労働局）制度が設けられていますので、その活用も検討してください。

● 無期転換後も現在の就業規則を適用し契約期間以外は同一の労働条件で雇用する場合

（無期労働契約への転換）
第〇〇条　期間の定めのある労働契約で雇用する労働者のうち、通算契約期間が５年を超える労働者は、別に定める様式で、所属長
に申し込むことにより、現在締結している有期労働契約の契約期間の末日の翌日から、期間の定めのない労働契約での雇用に転換
することができる。
2．この規則に定める労働条件は、前項の規定により期間の定めのない労働契約での雇用に転換した後も引き続き適用する。ただし、
無期労働契約へ転換した労働者に係る定年は、満〇歳とし、定年に達した日の属する月の末日をもって退職とする。

● 有期労働契約期間が１年の場合の例
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　平成25年４月に改正された労働契約法により、一定の要件を満たす場合、「契約社員」や「パートタイマー」等の有期契約労働者の申込みにより、
有期労働契約から期間の定めのない労働契約（無期労働契約）に転換されます。
　平成30年４月から本格的に無期転換の申込みの発生が見込まれますので、転換後の労働条件等就業規則の整備が必要になります。

●機械の部品取替時に、特に品質又は性能の高いものに取
り替えた場合の通常の取替費用を超える額　等

資本的支出の例

●機械の移設費用（集中生産のための移設を除く）
●災害により被害を受けた固定資産の原状回復費用　等

修繕費の例

＊　Ａ＝一つの修理・改良等に要した費用の額の30％と、固定資産の前期末取得価額の10%のうちいずれか少ない金額
　　Ｂ＝一つの修理・改良等に要した費用の額－Ａ
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一つの修理・改良等に要した費用

3年以内の周期又は20万円未満か？

資本的支出と修繕費の区分が明確か？

60万円未満か？

前期末取得価額の10％以下か？

区分割合による方法を採用しているか？（継続適用が要件)




